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４． その他 
(1)期中における重要な子会社の異動(連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) 無 
 
(2)中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更(中間連結財務諸表作成のための基

本となる重要な事項の変更に記載されるもの) 
① 会計基準等の改正に伴う変更 有 
② ①以外の変更 無 
(注)詳細は、17ページ「会計処理基準に関する事項」をご覧ください。 

 
(3)発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数(自己株式を含む)  
19年９月中間期 44,183,960株 18年９月中間期 44,183,960株 19年３月期 44,183,960株 

② 期末自己株式数 
19年９月中間期  1,396,030株 18年９月中間期  1,370,221株 19年３月期  1,381,572株 

(注)１株当たり中間(当期)純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、26ページ「１株当たり情
報」をご覧ください。 

 
 
(参考)個別業績の概要 
 
１． 平成19年９月中間期の個別業績（平成19年４月１日～平成19年９月30日） 
(1) 個別経営成績 (％表示は対前年中間期増減率) 
 売上高 営業利益 経常利益 中間(当期)純利益 

  百万円 ％  百万円 ％  百万円 ％  百万円 ％

19年９月中間期  31,254 9.1 2,785 105.1 2,946 98.6  1,631 94.3

18年９月中間期  28,650 5.0  1,357 △33.9  1,483 △33.2  839 △27.4

19年３月期  58,798 －  3,162 －  3,419 －  1,883 －
 

 
１株当たり中間 

(当期)純利益 

  円 銭 

19年９月中間期 38.11 

18年９月中間期 19.61 

19年３月期 43.99 
 
(2) 個別財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

19年９月中間期 69,734 47,218 67.7 1,103.41 

18年９月中間期 63,816 45,826 71.8 1,070.23 

19年３月期 66,566 47,116 70.8 1,100.65

(参考) 自己資本 19年９月中間期 47,218百万円 18年９月中間期 45,826百万円 19年３月期 47,116百万円 

 

２． 平成20年３月期の個別業績予想（平成19年４月１日～平成20年３月31日）  
(％表示は対前期増減率) 

 
売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 １株当たり 

当期純利益 
  百万円 ％  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％  円 銭

通 期  61,500 4.6  4,130 30.6  4,380 28.1  2,400 27.5  56 08 
 
※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であ
ると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。
業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、３ページ「１．経営成
績（１）経営成績に関する分析」をご覧ください。 
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１．経営成績 

(1)経営成績に関する分析 

①当中間期の経営成績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、米国経済の減速と原油価格の上昇など不安定な要素を有しつ

つも、企業収益が改善され民間設備投資が増加し、雇用環境も順調に回復するなど緩やかな回復基調で推移

しました。 

このような状況の下、当社グループは経営指針「アクション 2007」を主軸に、経営基盤の強化を図るため、

収益の確保をはじめ、人材の確保と育成、CSR（企業の社会的責任）への取り組み等を積極的に推進してまい

りました。 

収益の確保については、競争力のあるコストを追求すべく、適正な原価の作成、綿密な施工計画の策定、

工事着工前の事前検討等を重視し、無駄な要素を徹底排除するとともに社有資機材等の有効活用や協力会社

との協調を深め、能率を上げる努力を払ってまいりました。また品質管理、安全確保はもとより、施工中の

工事状況については迅速に把握し対応できる体制と予算管理の適正化に努めてまいりました。 

人材の確保と育成については、採用部門を強化し求人活動の活性化を図り、また永年培ってきた技術・技

能を兼ね備えた人材の育成に取り組み、教育計画を基に階層別教育を実行しつつあります。 

CSR への取り組みについては、関連社内規程を継続的に見直すとともに、「コンプライアンス・マニュアル」

を作成・配布し、「太平電業企業行動憲章」、「太平電業倫理行動規準」を策定し、従業員の行動規範として広

く浸透・定着を図ってまいりました。 

このような結果、受注高は 365 億７千６百万円（対前中間連結会計期間比 18.6％増）となり、売上高は 319

億３千８百万円（対前中間連結会計期間比 7.8％増）、うち海外工事は９億８千６百万円となりました。利益

面では売上高増加と原価低減の取り組みにより、経常利益は 31 億２千６百万円（対前中間連結会計期間比

84.5％増）、中間純利益は 17 億１千万円（対前中間連結会計期間比 80.7％増）と大幅な増益となりました。 

なお、部門別の受注高、売上高の状況は次のとおりです。 

発電設備工事 

発電設備工事は、受注高 307 億７千１百万円（対前中間連結会計期間比 29.3％増、構成比 84.1％）となり

ました。その要因は、事業用・自家用火力・原子力いずれの発電設備工事も建設工事・メンテナンス工事と

も増加したためです。売上高については、全体として自家用火力が大きく伸び、261 億８千７百万円（対前

中間連結会計期間比 26.0％増、構成比 82.0％）となり、完成工事総利益は 39 億７千６百万円となりました。 

化工機設備工事 

化工機設備工事は、受注高 49 億８千９百万円（対前中間連結会計期間比 19.4％減、構成比 13.7％）とな

りました。その要因は製鉄関連のメンテナンス工事は増加したものの建設工事が減少し、さらに環境設備に

おいては建設工事・メンテナンス工事とも減少したためです。一方売上高については、製鉄関連・環境設備

ともメンテナンス工事が増加したのに対し建設工事は減少し、結果 49 億９百万円（対前中間連結会計期間比

40.1％減、構成比 15.4％）となり、完成工事総利益は 7億８千３百万円となりました。 

その他設備工事 

その他設備工事は、受注高８億１千６百万円（対前中間連結会計期間比 3.4％減、構成比 2.2％）となりま

した。売上高は８億４千万円（対前中間連結会計期間比 31.3％増、構成比 2.6％）となり、完成工事総利益

は１億９千６百万円となりました。 
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②当期の見通し 

当期の見通しにつきましては、世界的に発変電所の建設需要が伸びていますが、海外工事については中国、

インドや現地企業とのコスト競争を強いられ、今後も大変厳しい状況が続くと思われます。国内については、

新潟県中越沖地震の影響により電力の安定供給に対する社会的意識が高まっており、また経済性、環境への

配慮を考えたオール電化住宅の急増、暖房需要の増加など電力需要は堅調に推移するものと思われます。 

当社グループは、工事施工において災害・不適合を防止し、安全な工事の施工に努め、顧客の信頼を得る

とともに、収益の基盤であるメンテナンス部門をしっかりと固め、エンジニアリングと一体化した当社グル

ープ独自の技術・技能を提供し、収益の基盤であるメンテナンス部門をしっかりと固め、さらなる受注と販

路の拡大を図ってまいります。 

一方、社内においては健全で活力ある職場風土の醸成を目指し、人材育成に努め、適切な業務計画を基に

人員を配置し、強靭な組織体制を構築してまいります。 

 

(2)財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況 

(イ) 資産 

流動資産は、工事施工高の増加により未成工事支出金等が 23 億５千１百万円増加したこと等に

より、前連結会計年度末に比べて、41億３千８百万円増加し 533 億９千万円となりました。 

固定資産は、投資有価証券の減少等により、前連結会計年度末に比べて７億７千５百万円減少し

188 億１千１百万円となりました。 

 

(ロ) 負債 

流動負債は、支払手形および未成工事受入金の増加等により前連結会計年度末に比べて 35 億７

千６百万円増加し 215 億５千２百万円となりました。 

固定負債は長期借入金の返済および繰延税金負債の減少等により、前連結会計年度末に比べて

４億４千８百万円減少し 21 億２千２百万円となりました。 

 

(ハ) 純資産 

純資産は、その他有価証券評価差額金が６億１千９百万円減少したものの、利益剰余金が８億１

千１百万円増加したこと等により、前連結会計年度末から２億３千４百万円増加し 485 億２千６百

万円となりました。 
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② キャッシュフローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下｢資金｣という）は 138 億６千６百万円とな

り、前連結会計年度末より２億７千９百万円減少しました。なお、各キャッシュ・フローの状況とそれ

らの要因は次のとおりであります。 

(イ) 営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動によるキャッシュ・フローは 12 億３千８百万円の増加（前中間連結会計期間比５億１千万円

増）となりました。これは、主に未成工事支出金等の増加による資金の減少 23 億５千５百万円があった

ものの、税金等調整前当期純利益 31 億５千５百万円、および仕入債務の増加による資金の増加 6億３百

万円等があったことによるものです。 

 

(ロ) 投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動によるキャッシュ・フローは４億１千９百万円の減少（前中間連結会計期間比 12 億８千６百

万円増）となりました。これは、主に有形固定資産の取得による支出４億１千９百万円によるものです。 

 

(ハ) 財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動によるキャッシュ・フローは 10 億８千７百万円の減少（前中間連結会計期間比４億１千７百

万円減）となりました。これは、主に配当金の支払額８億９千６百万円によるものです。 

 

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 平成 17 年９月期 平成 18 年９月期 平成 19 年９月期

自己資本比率（％） 68.3 70.5 67.0

時価ベースの自己資本比率（％） 52.0 48.3 50.0

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（％） 0.1 0.3 0.1

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 440.6 76.4 84.7

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

※ 各指標はいずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

※ 株式時価総額は、期末株価×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

※ キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業キャッシュ・フローを使用しており

ます。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対

象としております。また、利払いにつきましては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使

用しております。 

※ キャッシュ・フロー対有利子負債比率の中間期での計算は、営業キャッシュ・フローを年間ベー

スに換算するため２倍にしております。 

 

  



太平電業株式会社（1968） 平成 20 年３月期中間決算短信 

 

6 

 (3)利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、株主の皆様への利益配分を第一と考え、そのため経営基盤の強化と財務体質の改善に努め、安定

的な配当を継続することを基本方針としております。また、将来の営業範囲の拡大に備え、新しい設備に対

する工法及び作業効率、安全性を高める工具等の研究開発及び建設用機械設備・車両などの資金需要に対し、

内部留保を行うことを基本方針としております。 

 

 (4)事業等のリスク 

当社グループの経営成績、財政状態等に影響を及ぼす可能性があるリスクには以下のようなものがありま

す。なお、文中における将来に関する事項は、中間決算短信提出日現在において当社が判断したものであり

ます。 

① 特定の業種項目への依存 

当社グループの売上高は発電設備事業への依存度が非常に高くなっており、電力業界の動向に影響を

受ける可能性があります。発電設備においては、重大な事故の発生や、電力需要の伸び悩みおよび電力

自由化による電気事業者のコスト削減要因などにより、多数の発電所の建設中止や停止という事態とな

った場合、経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 

② 災害等による影響 

当社グループの拠点は、顧客の敷地内に存在し各地に点在しております。自然災害等によりプラント

設備が稼動困難となった場合には、経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。 
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２．企業集団の状況 

当社グループは、当社、子会社９社および関連会社 1 社で構成され、国内外の各種プラント設備の建設、

補修、定検、点検等の工事施工の事業を主として行っており、その主な区分は次のとおりであります。 

・発電設備工事部門は事業用火力・原子力発電設備、自家用火力発電設備の建設工事及び補修定検工事

並びにこの設備に付帯する電気計装工事、保温、塗装工事を行っております。 

・化工機設備工事部門は製鉄所の関係設備、ごみ焼却等の環境設備、化学プラント設備等の建設及び補

修点検工事を施工しております。また、この設備に付帯する電気計装工事、保温、塗装工事を施工し

ております。 

・その他設備工事部門はビルの電気設備、一般設備等の設計並びに施工及び自社開発品の製作納入を行

っております。 

また事業における当社及び主要な関係会社の位置付け等は、次のとおりであります。 

各種プラント設備の建設、補修、定検、点検等の工事施工 

当社が施工するほか、連結子会社不二機工㈱、太平アルテック㈱、㈱古田工業所、富士アイテック㈱

に国内および海外の建設、補修、定検、点検工事の一部を下請させております。また、当社の関連会

社東京動力㈱にも同様に一部を下請させております。また、豊楽興産㈱から計装関連工事の継手類お

よび新東洋ロール㈱から機器類を仕入れております。（ただし、当中間連結会計期間においては、新東

洋ロール㈱から機器類の仕入れはありません。） 

 

[事業系統図] 

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

得 意 先 

 

当 社 

発電設備、化工機設備、その他設備等各種プラント

設備の建設、補修、定検、点検関連の工事施工

 

 

（工事請負） 

 

 

連結子会社 

不 二 機 工 ㈱ 

太 平 ア ル テ ッ ク ㈱ 

㈱ 古 田 工 業 所 

富 士 ア イ テ ッ ク ㈱ 

 

関連会社 

☆東 京 動 力 ㈱ 

 

各種プラント設備に関連する 

部 品 ・ 機 器 仕 入 

 

連結子会社 

豊 楽 興 産 ㈱ 

新 東 洋 ロ ー ル ㈱ 

 

 

 

 

 

（注）☆印の東京動力㈱は持分法適用会社であり、その他の会社は連結子会社

であります。 
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３．経営方針 

(1)会社の経営の基本方針 

当社および当社グループは、プラント建設事業の意義と使命を自覚し積極進取の精神を基に社業の発展を

図り、もって産業社会の繁栄に寄与することを経営理念とし、この達成のために技術の開発、業務の改善、

作業の安全、品質の向上に努め、各社、各部門が協力し結束を固め機能的に総合力を発揮し、客先、株主、

その他関係先に対し誠実を貫き、より良き協力関係の実現に努めることを基本方針としております。 

 

(2)目標とする経営指標 

今年度は平成 16 年に策定された「中期経営計画」の集大成として経営指針「アクション 2007」を全社で

展開中であります。 

この経営指針を主軸とし、全社一体となって収益の確保をはじめ、人材の確保と育成、CSR(企業の社会的

責任)への取り組み等を積極的に推進し、経営基盤をより強固なものにするよう努力していく所存であります。 

 

(3)中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題 

米国経済の減速と原油価格の上昇など不安要素を有しつつも、企業収益の改善や民間設備投資の増加など

わが国経済は緩やかな回復基調で推移しております。 

このような状況のなか、当社グループは激減した海外工事を如何に回復するかがテーマであり、必要な知

識と確固とした目的を持った活動ができる体制作りに取り組むとともに、競争力のあるコストを追求すべく

適正な原価の作成、綿密な施工計画の策定、工事着工前の事前検討を重視し、無駄な要素の徹底排除と工事

状況を迅速に把握し対応できる体制作りに取り組んでまいります。 
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４．中間連結財務諸表等 

(1) 中間連結貸借対照表 
 

 
前中間連結会計期間末 

(平成 18 年９月 30 日) 

当中間連結会計期間末 

(平成 19 年９月 30 日) 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

(平成 19 年３月 31 日) 

区分 金額(百万円) 
構成比 

(%) 
金額(百万円) 

構成比 

(%) 
金額(百万円) 

構成比 

(%) 

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

1 現金預金  11,226 9,335   10,461

2 受取手形・完成工事未収入金等  19,956 21,606   20,298

3 有価証券  112 1,010   111

4 未成工事支出金等  8,484 10,165   7,813

5 短期貸付金  7,063 9,558   9,551

6 繰延税金資産  772 1,454   826

7 その他  343 296   227

 貸倒引当金  △31 △36   △39

流動資産合計  47,927 72.1 53,390 73.9  49,251 71.5

Ⅱ 固定資産    

1 有形固定資産    

建物・構築物 4,775 4,518  4,632 

機械・運搬具・工具器具・備品 1,387 1,669  1,425 

土地 3,090 3,028  3,013 

建設仮勘定 10 9,263 13.9 226 9,443 13.1 120 9,192 13.4

2 無形固定資産  112 0.2 109 0.2  111 0.2

3 投資その他の資産    

投資有価証券 6,983 6,601  7,589 

長期貸付金 2 3  4 

賃貸不動産 715 684  699 

繰延税金資産 - 3  - 

その他 1,635 2,114  2,137 

貸倒引当金 △147 9,189 13.8 △148 9,258 12.8 △147 10,282 14.9

固定資産合計  18,565 27.9 18,811 26.1  19,586 28.5

資産合計  66,493 100.0 72,201 100.0  68,838 100.0
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前中間連結会計期間末 

(平成 18 年９月 30 日) 

当中間連結会計期間末 

(平成 19 年９月 30 日) 

前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

(平成 19 年３月 31 日) 

区分 金額(百万円) 
構成比 

(%) 
金額(百万円) 

構成比 

(%) 
金額(百万円) 

構成比 

(%) 

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

1 支払手形・工事未払金等  9,888 12,061   11,460

2 短期借入金  350 221   370

3 未払法人税等  850 2,122   820

4 未成工事受入金  4,088 4,475   3,150

5 賞与引当金  778 769   756

6 役員賞与引当金  - 32   68

7 完成工事補償引当金  30 18   27

8 工事損失引当金  - 790   292

9 繰延税金負債  - 0   -

10 その他  926 1,062   1,028

流動負債合計  16,913 25.4 21,552 29.9  17,975 26.1

Ⅱ 固定負債    

1 長期借入金  140 92   116

2 繰延税金負債  852 485   828

3 退職給付引当金  1,352 1,406   1,383

4 その他  243 138   243

固定負債合計  2,589 3.9 2,122 2.9  2,571 3.7

負債合計  19,502 29.3 23,675 32.8  20,547 29.8

(純資産の部)    

Ⅰ 株主資本    

1 資本金  4,000 6.0 4,000 5.6  4,000 5.8

2 資本剰余金  4,648 7.0 4,650 6.4  4,649 6.8

3 利益剰余金  36,521 54.9 38,355 53.1  37,544 54.5

4 自己株式  △425 △0.6 △450 △0.6  △435 △0.6

株主資本合計  44,745 67.3 46,556 64.5  45,759 66.5

Ⅱ 評価・換算差額等    

1 その他有価証券評価差額金  2,162 3.3 1,803 2.5  2,422 3.5

2 為替換算調整勘定  △60 △0.1 2 0.0  △24 △0.0

評価・換算差額等合計  2,102 3.2 1,805 2.5  2,397 3.5

Ⅲ 少数株主持分  142 0.2 164 0.2  134 0.2

純資産合計  46,991 70.7 48,526 67.2  48.291 70.2

負債純資産合計  66,493 100.0 72,201 100.0  68,838 100.0

 



太平電業株式会社（1968） 平成 20 年３月期中間決算短信 

 

11 

(2) 中間連結損益計算書 
 

 

前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 

要約連結損益計算書 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

区分 金額(百万円) 
百分比 

(%) 
金額(百万円) 

百分比 

(%) 
金額(百万円) 

百分比 

(%) 

Ⅰ 完成工事高  29,618 100.0 31,938 100.0  60,755 100.0

Ⅱ 完成工事原価  25,969 87.7 26,980 84.5  53,210 87.6

 完成工事総利益  3,648 12.3 4,957 15.5  7,544 12.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費  2,087 7.0 2,006 6.3  4,159 6.8

 営業利益  1,561 5.3 2,951 9.2  3,385 5.6

Ⅳ 営業外収益    

1 受取利息 30 70  81 

2 受取配当金 46 61  74 

3 固定資産賃貸料 68 66  136 

4 保険金収入 41 26  41 

5 保険配当金 - 4  28 

6 為替差益 8 -  7 

7 その他 25 220 0.7 58 288 0.9 51 422 0.7

Ⅴ 営業外費用    

1 支払利息 9 14  24 

2 為替差損 - 21  - 

3 固定資産賃貸原価 68 61  146 

4 その他 9 87 0.3 15 112 0.3 33 203 0.3

 経常利益  1,694 5.7 3,126 9.8  3,604 5.9

Ⅵ 特別利益    

1 固定資産売却益 0 35  4 

2 完成工事補償引当金戻入額 0 9  - 

3 貸倒引当金戻入額 44 2  36 

4 ゴルフ会員権償還益 - 46 0.2 - 47 0.1 1 42 0.1

Ⅶ 特別損失    

1 固定資産売却損 - -  0 

2 固定資産除却損 9 17  37 

3 投資有価証券評価損 0 -  0 

4 ゴルフ会員権評価損 - 9 0.0 0 17 0.0 - 38 0.1

 税金等調整前中間(当期)純利益  1,731 5.9 3,155 9.9  3,608 5.9

 法人税、住民税及び事業税 786 2,008  1,679 

 法人税等調整額 △23 763 2.6 △595 1,412 4.4 △53 1,626 2.7

 少数株主利益  21 0.1 33 0.1  12 0.0

 中間(当期)純利益  946 3.2 1,710 5.4  1,969 3.2
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(3) 中間連結株主資本等変動計算書 
 
前中間連結会計期間（自 平成 18 年４月１日 至 平成 18 年９月 30 日）  

 株主資本 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成 18 年３月 31 日残高 

(百万円) 
4,000 4,646 36,278 △ 413 44,512

中間連結会計期間中の変動額  

剰余金の配当 △ 642  △ 642

役員賞与 △  61  △  61

中間純利益 946  946

自己株式の取得 △  13 △  13

自己株式の処分 2 1 4

株主資本以外の項目の 

中間連結会計期間中の変動額 

（純額） 

 -

中間連結会計期間中の変動額合計 

(百万円) 
- 2 242 △  11 233

平成 18 年９月 30 日残高 

(百万円) 
4,000 4,648 36,521 △  425 44,745

 
 評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計  その他有価証券評

価差額金 

為替換算 

調整勘定 

評価・換算 

差額等合計 

平成 18 年３月 31 日残高 

(百万円) 
2,587 △  50 2,537 123 47,173

中間連結会計期間中の変動額  

剰余金の配当  △ 642

役員賞与  △  61

中間純利益  946

自己株式の取得  △  13

自己株式の処分  4

株主資本以外の項目の 

中間連結会計期間中の変動額 

（純額） 

△  424 △  10 △  434 19 △  415

中間連結会計期間中の変動額合計 

(百万円) 
△  424 △  10 △  434 19 △  181

平成 18 年９月 30 日残高 

(百万円) 
2,162 △  60 2,102 142 46,991
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当中間連結会計期間（自 平成 19 年４月１日 至 平成 19 年９月 30 日）  

 株主資本 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成 19 年３月 31 日残高 

(百万円) 
4,000 4,649 37,544 △ 435 45,759

中間連結会計期間中の変動額  

剰余金の配当 △ 898  △ 898

中間純利益 1,710  1,710

自己株式の取得 △  14 △  14

自己株式の処分 0 0 0

株主資本以外の項目の 

中間連結会計期間中の変動額 

（純額） 

 －

中間連結会計期間中の変動額合計 

(百万円) 
－ 0 811 △  14 797

平成 19 年９月 30 日残高 

(百万円) 
4,000 4,650 38,355 △  450 46,556

 
 評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計  その他有価証券評

価差額金 

為替換算 

調整勘定 

評価・換算 

差額等合計 

平成 19 年３月 31 日残高 

(百万円) 
2,422 △  24 2,397 134 48,291

中間連結会計期間中の変動額  

剰余金の配当  △ 898

中間純利益  1,710

自己株式の取得  △  14

自己株式の処分  0

株主資本以外の項目の 

中間連結会計期間中の変動額 

（純額） 

△  619 26 △  592 30 △  562

中間連結会計期間中の変動額合計 

(百万円) 
△  619 26 △  592 30 234

平成 19 年９月 30 日残高 

(百万円) 
1,803 2 1,805 164 48,526
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前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成 18 年４月１日 至 平成 19 年３月 31 日）  

 株主資本 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成 18 年３月 31 日残高 

(百万円) 
4,000 4,646 36,278 △ 413 44,512

連結会計年度中の変動額  

剰余金の配当 △ 642  △ 642

役員賞与 △  61  △  61

当期純利益 1,969  1,969

自己株式の取得 △  24 △  24

自己株式の処分 3 2 6

株主資本以外の項目の 

連結会計年度中の変動額 

（純額） 

 －

連結会計年度中の変動額合計 

(百万円) 
－ 3 1,265 △  21 1,247

平成 19 年３月 31 日残高 

(百万円) 
4,000 4,649 37,544 △  435 45,759

 
 評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計  その他有価証券評

価差額金 

為替換算 

調整勘定 

評価・換算 

差額等合計 

平成 18 年３月 31 日残高 

(百万円) 
2,587 △  50 2,537 123 47,173

連結会計年度中の変動額  

剰余金の配当  △ 642

役員賞与  △  61

当期純利益  1,969

自己株式の取得  △  24

自己株式の処分  6

株主資本以外の項目の 

連結会計年度中の変動額 

（純額） 

△  164 25 △  139 10 △  128

連結会計年度中の変動額合計 

(百万円) 
△  164 25 △  139 10 1,118

平成 19 年３月 31 日残高 

(百万円) 
2,422 △  24 2,397 134 48,291
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(4) 中間連結キャシュ・フロー計算書 
 

 

前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の要約連結 

キャッシュ・フロー計算書 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

区分 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  

1 税金等調整前中間(当期)純利益 1,731 3,155 3,608

2 減価償却費 344 404 718

3 貸倒引当金増減額 △44 △2 △36

4 その他の引当金増減額 104 491 265

5 受取利息及び受取配当金 △76 △132 △156

6 支払利息 9 14 24

7 為替差損益 △2 19 △10

8 持分法による投資損益 △9 △11 △17

9 その他の営業外収益 △126 △144 △242

10 その他の営業外費用 32 40 90

11 有形固定資産売却・除却損益 5 △17 33

12 投資有価証券等の売却・評価損益 0 - 0

13 役員賞与 △63 - △63

14 売上債権の増減額 1,408 78 146

15 未成工事支出金等の増減額 997 △2,355 1,667

16 仕入債務の増減額 △2,711 603 △1,229

17 未払消費税等増減額 134 △217 283

18 その他 5 13 △12

 小計 1,740 1,941 5,070

19 利息及び配当金の受取額 75 132 151

20 利息の支払額 △9 △14 △24

21 その他の営業外収入 239 144 626

22 その他の営業外支出 △87 △246 △100

23 法人税等の支払額 △1,230 △719 △2,145

営業活動によるキャッシュ・フロー 728 1,238 3,578

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

1 定期預金等の預入による支出 △6,669 △5,820 △11,801

2 定期預金等の払戻による収入 5,745 5,660 10,778

3 有価証券の取得による支出 - △1,000 -

4 有価証券の売却等による収入 - 1,100 -

5 有形固定資産の取得による支出 △283 △419 △607

6 有形固定資産の売却による収入 0 35 84

7 無形固定資産の取得・売却による収支 △6 - △6

8 投資有価証券の取得による支出 △501 △0 △874

9 投資有価証券の売却等による収入 8 8 12

10 貸付による支出 △10 △16 △24

11 貸付金の回収による収入 10 17 25

12 その他の固定資産の取得による支出 △10 △8 △518

13 その他の固定資産売却による収入 10 26 10

14 その他 - △2 △17

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,705 △419 △2,937

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

1 短期借入による収入 5,906 5,730 11,466

2 短期借入金の返済による支出 △5,863 △5,879 △11,403

3 長期借入金の返済による支出 △62 △24 △86

4 自己株式の取得・売却による収支 △8 △14 △18

5 配当金の支払額 △641 △896 △642

6 少数株主への配当金の支払額 △0 △2 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △669 △1,087 △683

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 1 △11 20

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 △1,645 △279 △22

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 14,168 14,146 14,168

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 12,523 13,866 14,146
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(5)中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

１．連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社 6 社 

豊楽興産㈱、不二機工㈱、新東洋ロール㈱、太平アルテック㈱、富士アイテック㈱、㈱古田工業所 

(2)非連結子会社 3 社 

㈱太平ティアンドアイ、タイ太平㈱、㈱エス・テック 

(3)非連結子会社について連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う額)

及び利益剰余金(持分に見合う額)等はいずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためで

あります。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

非連結子会社及び関連会社に関する投資については、小規模会社を除き、持分法を適用しておりま

す。 

(1)持分法適用会社数 関連会社 1 社 

(2)持分法適用の非連結子会社名及び関連会社名並びに持分法非適用の非連結子会社名及び関連会社名は

次のとおりであります。 

持分法適用の関連会社名 東京動力㈱ 

持分法非適用の非連結子会社名 ㈱太平ティアンドアイ、タイ太平㈱、㈱エス・テック 

(3)持分法を適用しない理由 

上記の持分法非適用の非連結子会社は、それぞれ中間純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金等(持

分に見合う額)に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性が無いため、持分法の適用から

除外しております。 

 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

連結子会社である太平アルテック㈱の中間決算日は６月 30日であります。中間連結財務諸表の作成

に当たっては、同中間決算日現在の中間財務諸表を使用しております。ただし、７月１日から９月

30 日までの期間に発生した重要な取引については連結上必要な調整を行うこととしております。 
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４．会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

有価証券 

その他有価証券 

 (時価のあるもの) ·· 中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動平均法により算定) 

 (時価のないもの) ·· 移動平均法による原価法 

 

なお、債券については先入先出法による償却原価法により原価を算定しております。 

 

たな卸資産 

未成工事支出金 ···· 個別法による原価法 

材料貯蔵品 ········ 先入先出法による原価法 

 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産及び賃貸不動産 ········· 定率法を採用しております。ただし、平成 10 年４月１日以降取得した建物

（建物附属設備を除く）については、定額法によっております。なお、耐用

年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっ

ております。ただし、取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、

３年間で均等償却する方法を採用しております。また在外連結子会社は定額

法を採用しております。 

（会計方針の変更） 

当中間連結会計期間から法人税法の改正((所得税法等の一部を改正する

法律 平成19年３月30日 法律第６号)及び(法人税法施行令の一部を改正

する政令 平成 19 年３月 30 日 政令第 83 号))に伴い、平成 19 年４月１日

以降に取得した有形固定資産及び賃貸不動産については、改正後の法人税法

に基づく方法に変更しております。これに伴い、前中間連結会計期間と同一

の方法によった場合と比べ、営業利益、経常利益及び税金等調整前中間純利

益が５百万円それぞれ減少しております。 

（追加情報） 

当中間連結会計期間から、平成 19 年３月 31 日以前に取得した有形固定資

産及び賃貸不動産については、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から

５年間で均等償却する方法によっております。これに伴い、前中間連結会計

期間と同一の方法によった場合と比べ、営業利益、経常利益及び税金等調整

前中間純利益が 32 百万円それぞれ減少しております。 

無形固定資産 ······· 定額法を採用しております。なお、耐用年数については、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によっております。ただし、ソフトウェア(自社利用分)

については、社内における利用可能期間(５年)による定額法を採用しており

ます。 

 

(3)重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 ·········· 売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上しております。 

賞与引当金 ·········· 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の内、当中間

連結会計期間の負担額を計上しております。 

役員賞与引当金 ······ 役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当中間
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連結会計期間の負担額を計上しております。 

完成工事補償引当金 ·· 完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当中間連結会計期間末に至る

１年内の完成工事に対する将来の見積補償額に基づいて計上しております。 

工事損失引当金 ······ 受注工事の損失に備えるため、当中間連結会計期間末の未引渡工事のうち、

損失が発生すると見込まれ、かつ当中間連結会計期間末時点で当該損失額を

合理的に見積ることが可能な工事について、当下期以降の損失見積額を計上

しております。 

退職給付引当金 ······ 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の

見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる

額を計上しております。なお、会計基準変更時差異は、主として９年による

均等額を費用処理しております。過去勤務債務は、各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(５年)による定額法

により費用処理しております。数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生

時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10 年)による定額

法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理してお

ります。 

 

(4)重要な外貨建資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は中間連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債は在外子会社の中間連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、収益及び費用はその期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産

の部における「為替換算調整勘定」に含めて計上しております。 

(5)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

(6)その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

①長期請負工事の収益計上処理 

完成工事高の計上は原則として工事完成基準によっておりますが、工事期間が２期以上にまたが

りかつ契約金額が５億円以上のものについては工事進行基準を採用しております。なお、工事進

行基準による完成工事高は 4,998 百万円であります。 

②消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は税抜方式によっております。 

 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

 

６．表示方法の変更 

 従来、譲渡性預金は、「現金預金」に含めて表示していましたが、「「財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則」の取り扱いに関する留意事項について」の改正に伴い、当中間連結会計期間よ

り「有価証券」に含めて表示しております。 

 なお、前中間連結貸借対照表の「現金預金」に含まれる譲渡性預金は、1,500 百万円であります。 
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(6)中間連結財務諸表に関する注記事項 
 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
(平成 18 年９月 30 日) 

当中間連結会計期間末 
(平成 19 年９月 30 日) 

前連結会計年度末 
(平成 19 年３月 31 日) 

１.有形固定資産及び賃貸不動産の減価償却累計額 

 17,830 百万円 

２.下記の資産は短期借入金 167 百万

円、割引手形 1 百万円及び支払承

諾の担保に供しております。 

 

 

建 物        2,062 百万円 

土 地        951 百万円 

賃 貸 不 動 産 311 百万円 

現 金 預 金 20 百万円 

合 計     3,346 百万円 

１. 有形固定資産及び賃貸不動産の減価償却累計額 

 18,218 百万円

２. 下記の資産は短期借入金123百万

円及び支払承諾の担保に供してお

ります。 

 

 

建 物        1,963 百万円

土 地        951 百万円

賃 貸 不 動 産 301 百万円

現 金 預 金 20 百万円

合 計     3,236 百万円

１.有形固定資産及び賃貸不動産の減価償却累計額 

  17,955 百万円 

２.下記の資産は短期借入金 156 百万

円及び支払承諾の担保に供してお

ります。 

 

 

建 物        2,014 百万円 

土 地        951 百万円 

賃 貸 不 動 産 306 百万円 

現 金 預 金 20 百万円 

合 計     3,292 百万円 

３. 受取手形割引高  36 百万円 ３. 受取手形割引高  9 百万円 ３.受取手形割引高 8 百万円 

４.期末日満期手形の会計処理は手

形交換日をもって決済処理してお

ります。なお、当中間連結会計期

間末日は金融機関の休業日であっ

たため、次の中間連結会計期間末

日満期手形が、当中間連結会計期

間末残高に含まれております。 

 受取手形 51 百万円 

割引手形 1 百万円 

４.期末日満期手形の会計処理は手

形交換日をもって決済処理してお

ります。なお、当中間連結会計期

間末日は金融機関の休業日であっ

たため、次の中間連結会計期間末

日満期手形が、当中間連結会計期

間末残高に含まれております。 

 受取手形 166 百万円

 

４.期末日満期手形の会計処理は手形

交換日をもって決済処理しており

ます。なお、当連結会計年度末日は

金融機関の休業日であったため、次

の連結会計期間末日満期手形が、当

中間連結会計期間末残高に含まれ

ております。 

 受取手形 78 百万円 

割引手形 23 百万円 

５.当社においては、運転資金の効率

的な調達を行うため取引銀行７ 

行と貸出コミットメント契約を締

結しております。 

 当中間連結会計期間末における

貸出コミットメントに係る借入未

実行残高等は次のとおりでありま

す。 

貸出コミットメントの総額 8,000 百万円 

借入実行残高        －百万円 

 差 引 額        8,000 百万円 

５.当社においては、運転資金の効率

的な調達を行うため取引銀行７

行と貸出コミットメント契約を締

結しております。 

 当中間連結会計期間末における

貸出コミットメントに係る借入未

実行残高等は次のとおりでありま

す。 

貸出コミットメントの総額 8,000 百万円

借入実行残高        －百万円

 差 引 額        8,000 百万円

５.当社においては、運転資金の効率

的な調達を行うため取引銀行７行

と貸出コミットメント契約を締結

しております。 

 当連結会計年度末における貸出コ

ミットメントに係る借入未実行残

高等は、次のとおりであります。 

 

貸出コミットメントの総額 8,000 百万円 

借入実行残高        －百万円 

 差 引 額        8,000 百万円 

６. 担保受入金融資産 

  短期貸付金には、6,995 百万円の

現先取引が含まれております。こ

れにより現先有価証券の売手から

担保として受入れた有価証券の内

容及び中間期末時価は、次のとお

りであります。 

６. 担保受入金融資産 

 短期貸付金には、9,490 百万円の

現先取引が含まれております。こ

れにより現先有価証券の売手から

担保として受入れた有価証券の内

容及び中間期末時価は、次のとお

りであります。 

６. 担保受入金融資産 

  短期貸付金には、9,483 百万円の

現先取引が含まれております。これ

により現先有価証券の売手から担

保として受入れた有価証券の内容

及び期末時価は、次のとおりであり

ます。 

内 容      債 券      

時 価      6,995 百万円 

内 容      債 券     

時 価      9,490 百万円

内 容      債 券      

時 価      9,484 百万円 
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（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１．販売費及び一般管理費の内訳 

このうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

従業員給料手当         792 百万円 

賞与引当金繰入額 127 百万円 

 

 

２．固定資産除却損の内訳は次のと

おりであります。 

建 物 2 百万円 

機 械 3 百万円 

運 搬 具 0 百万円 

工 具 器 具 1 百万円 

備 品 0 百万円 

合 計 9 百万円 

１．販売費及び一般管理費の内訳 

このうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

従業員給料手当         713 百万円

賞与引当金繰入額 134 百万円

役員賞与引当金繰入額 32 百万円

 

２．固定資産除却損の内訳は次のと

おりであります。 

建 物 6 百万円

構 築 物 0 百万円

機 械 11 百万円

運 搬 具 0 百万円

工 具 器 具 0 百万円

備 品 0 百万円

合 計 17 百万円

１．販売費及び一般管理費の内訳 

このうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

従業員給料手当         1,652 百万円 

賞与引当金繰入額 159 百万円 

役員賞与引当金繰入額 68 百万円 

 

２．固定資産除却損の内訳は次のとお

りであります。 

建 物 25 百万円 

構 築 物 0 百万円 

機 械 8 百万円 

運 搬 具 1 百万円 

工 具 器 具 1 百万円 

備 品 0 百万円 

合 計 37 百万円 
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（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

 

前中間連結会計期間（自 平成 18 年４月１日 至 平成 18 年９月 30 日） 

（１）発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 株式の種類 
前連結会計年度末 

株式数(株) 

当中間連結会計期間

増加株式数(株) 

当中間連結会計期間

減少株式数(株) 

当中間連結会計期間末

株式数(株) 

 普通株式 44,183,960 － － 44,183,960

（２）自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 株式の種類 
前連結会計年度末 

株式数(株) 

当中間連結会計期間

増加株式数(株) 

当中間連結会計期間

減少株式数(株) 

当中間連結会計期間末

株式数(株) 

 普通株式 1,360,300 15,695 5,774 1,370,221

 

（変動事由の概要） 

増加 単元未満株式の買取請求 

減少 単元未満株式の買増請求 

（３）配当に関する事項 

 配当金支払額 

 決議 株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

 
平成 18年６月 29日 

定時株主総会 
普通株式 642 15 平成 18年３月 31日 平成18年６月29日

 
当中間連結会計期間（自 平成 19 年４月１日 至 平成 19 年９月 30 日） 

（１）発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 株式の種類 
前連結会計年度末 

株式数(株) 

当中間連結会計期間

増加株式数(株) 

当中間連結会計期間

減少株式数(株) 

当中間連結会計期間末

株式数(株) 

 普通株式 44,183,960 － － 44,183,960

（２）自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 株式の種類 
前連結会計年度末 

株式数(株) 

当中間連結会計期間

増加株式数(株) 

当中間連結会計期間

減少株式数(株) 

当中間連結会計期間末

株式数(株) 

 普通株式 1,381,572 15,158 700 1,396,030

 

（変動事由の概要） 

増加 単元未満株式の買取請求 

減少 単元未満株式の買増請求 

（３）配当に関する事項 

 配当金支払額 

 決議 株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

 
平成 19年５月 22日 

取締役会 
普通株式 898 21 平成 19年３月 31日 平成19年６月29日
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前連結会計期間（自 平成 18 年４月１日 至 平成 19 年３月 31 日） 

（１）発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 株式の種類 
前連結会計年度末 

株式数(株) 

当連結会計年度増加

株式数(株) 

当連結会計年度減少

株式数(株) 

当連結会計年度末株式

数(株) 

 普通株式 44,183,960 － － 44,183,960

（２）自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 株式の種類 
前連結会計年度末 

株式数(株) 

当連結会計年度増加

株式数(株) 

当連結会計年度減少

株式数(株) 

当連結会計年度末株式

数(株) 

 普通株式 1,360,300 29,760 8,488 1,381,572

 

（変動事由の概要） 

増加 単元未満株式の買取請求 

減少 単元未満株式の買増請求 

（３）配当に関する事項 

 1.配当金支払額 

 決議 株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

 
平成 18年６月 29日 

定時株主総会 
普通株式 642 15 平成 18年３月 31日 平成18年６月29日

 2.基準日が当連結会計年度に属する配当の内、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 

 
平成 19 年５月 22 日

取締役会 
普通株式 利益剰余金 898 21 平成 19 年３月 31 日平成 19年６月 29日

 

 
（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

（平成18年９月30日現在） 

現金預金勘定 11,226 百万円 

預入期間が3ヶ月を超える定期預金等 

 △ 5,709 百万円 

有価証券勘定のうちマネー・マネージメント・ 

ファンド 

 10 百万円 

短期貸付金勘定のうち現先 

 6,995 百万円 

現金及び現金同等物          12,523 百万円 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

（平成19年９月30日現在）

現金預金勘定 9,335 百万円

預入期間が3ヶ月を超える定期預金等

 △ 4,968 百万円

有価証券勘定のうちマネー・マネージメント・

ファンド 

 10 百万円

短期貸付金勘定のうち現先 

 9,490 百万円

現金及び現金同等物          13,866 百万円

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

（平成19年３月31日現在）

現金預金勘定 10,461 百万円

預入期間が3ヶ月を超える定期預金等

 △ 5,808 百万円

有価証券勘定のうちマネー・マネージメント・

ファンド 

 10 百万円

短期貸付金勘定のうち現先 

 9,483 百万円

現金及び現金同等物          14,146 百万円
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（セグメント情報） 

１．事業の種類別セグメント情報 

前中間連結会計期間（自 平成 18 年４月１日 至 平成 18 年９月 30 日）及び 

当中間連結会計期間（自 平成 19 年４月１日 至 平成 19 年９月 30 日） 

全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める「建設事業」の割合がいずれも 90％を超えて

いるため、中間連結財務諸表規則様式第一号（記載上の注意 10）に基づき、事業の種類別セグメント情報

の記載を省略しております。 

前 連 結 会 計 年 度         （自 平成 18 年４月１日 至 平成 19 年３月 31 日） 

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の合計額に占める「建設事業」の割合

がいずれも 90％を超えているため、連結財務諸表規則様式第一号（記載上の注意 14）に基づき、事業の種

類別セグメント情報の記載を省略しております。 

２．所在地別セグメント情報 

前中間連結会計期間（自 平成 18 年４月１日 至 平成 18 年９月 30 日）及び 

当中間連結会計期間（自 平成 19 年４月１日 至 平成 19 年９月 30 日） 

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合がいずれも 90％を超えているため、中間連結財務

諸表規則様式第二号（記載上の注意 10）に基づき、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

前 連 結 会 計 年 度         （自 平成 18 年４月１日 至 平成 19 年３月 31 日） 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれ

も 90％を超えているため、連結財務諸表規則様式第二号（記載上の注意 11）に基づき、所在地別セグメン

ト情報の記載を省略しております。 

３．海外売上高 

前中間連結会計期間（自 平成 18 年４月１日 至 平成 18 年９月 30 日） （単位：百万円） 

  ア ジ ア その他の地域 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 1,486 0 1,487

Ⅱ 連 結 売 上 高  29,618

Ⅲ 
連結売上高に占める 

海外売上高の割合(％) 
5.0 0.0 5.0

当中間連結会計期間（自 平成 19 年４月１日 至 平成 19 年９月 30 日） （単位：百万円） 

  ア ジ ア その他の地域 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 849 136 986

Ⅱ 連 結 売 上 高  31,938

Ⅲ 
連結売上高に占める 

海外売上高の割合(％) 
2.7 0.4 3.1

前 連 結 会 計 年 度         （自 平成 18 年４月１日 至 平成 19 年３月 31 日） （単位：百万円） 

  ア ジ ア その他の地域 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 2,429 23 2,452

Ⅱ 連 結 売 上 高  60,755

Ⅲ 
連結売上高に占める 

海外売上高の割合(％) 
4.0 0.0 4.0

（注）１．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

２．国または地域の区分の方法及び各地域に属する主な国または地域 

①国 又 は 地 域 の 区 分 の 方 法               地理的近接度によっております。 

②各区分に属する主な国または地域 アジア：香港、台湾、フィリピン、タイ他 
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（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１.リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

（１）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）未経過リース料中間期末残高

相当額 

1 年 内       101 百万円 

1 年 超       143 百万円 

合 計       244 百万円 

 なお、取得価額相当額及び未経

過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しており

ます。 

１.リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

（１）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）未経過リース料中間期末残高

相当額 

1 年 内       84 百万円

1 年 超       142 百万円

合 計       227 百万円

 なお、取得価額相当額及び未経

過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しており

ます。 

１.リース物件の所有者が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス･リース取引 

（１）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期

末残高相当額 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）未経過リース料期末残高相当

額 

1 年 内       97 百万円

1 年 超       149 百万円

合 計       246 百万円

 なお、取得価額相当額及び未経

過リース料期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により

算定しております。 

（３）支払リース料、減価償却費相

当額 

支 払 リ ー ス 料         56 百万円 

減価償却費相当額 56 百万円 

（３）支払リース料、減価償却費相

当額 

支 払 リ ー ス 料           60 百万円

減価償却費相当額   60 百万円

（３）支払リース料、減価償却費相

当額 

支 払 リ ー ス 料         117 百万円

減価償却費相当額 117 百万円

（４）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

（４）減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

（４）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。 

２.オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

  1 年 内       12 百万円 

  1 年 超       31 百万円 

  合 計       43 百万円 

２.オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

  1 年 内       12 百万円

  1 年 超       18 百万円

  合 計       31 百万円

２.オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

  1 年 内       12 百万円

  1 年 超       25 百万円

  合 計       37 百万円

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失

はないため、項目等の記載は省略

しております。 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失

はないため、項目等の記載は省略

しております。 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失

はないため、項目等の記載は省略し

ております。 

（単位：百万円） 
 取 得 

価 額 
相当額 

減価償却 
累計額 
相当額 

中間期末 
残 高 
相当額 

機械・運搬具 
工具器具・備品 375 168 206 

無形固定

資 産 
168 130 38 

合 計 543 299 244 

（単位：百万円） 
 取 得

価 額
相当額

減価償却
累計額
相当額

中間期末
残 高
相当額

機械・運搬具 
工具器具・備品 400 179 221

無形固定

資 産
136 130 5

合 計 537 309 227

（単位：百万円） 
 取 得 

価 額 
相当額 

減価償却
累計額
相当額

期 末
残 高
相当額

機械・運搬具 
工具器具・備品 359 135 223

無形固定

資 産 
171 148 23

合 計 531 284 246
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（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 
（単位：百万円） 

種 類     

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

取得原価 

中間連結

貸借対照

表計上額

差額 取得原価

中間連結

貸借対照

表計上額

差額 取得原価 

連結貸借

対照表計

上額 

差額 

(１) 株 式      2,691 6,305 3,614 3,064 5,904 2,839 3,064 6,898 3,834

(２) 債 券      

  社 債      104 106 2 3 7 3 104 105 1

(３) そ の 他      3 7 3 - - - 3 7 3

合 計     2,798 6,419 3,620 3,068 5,911 2,843 3,172 7,011 3,838

 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

(注)当中間連結会計期間において、

その他有価証券で時価のあるもの

について減損処理の対象となるも

のはありませんでした。 

 なお、当該有価証券の減損にあた

っては、中間期末日における時価の

簿価に対する下落率が 40％以上の

銘柄につき一律減損処理するとと

もに、下落率が 30％以上 40％未満

の銘柄については、時価の回復可能

性が認められないと判断される銘

柄を減損処理することとしており

ます。 

(注)当中間連結会計期間において、

その他有価証券で時価のあるもの

について減損処理の対象となるも

のはありませんでした。 

 なお、当該有価証券の減損にあた

っては、中間期末日における時価の

簿価に対する下落率が 40％以上の

銘柄につき一律減損処理するとと

もに、下落率が 30％以上 40％未満

の銘柄については、時価の回復可能

性が認められないと判断される銘

柄を減損処理することとしており

ます。 

(注) 当連結会計年度において、そ

の他有価証券で時価のあるものに

ついて減損処理の対象となるもの

はありませんでした。 

なお、当該有価証券の減損にあた

っては、期末日における時価の簿価

に対する下落率が 40％以上の銘柄

につき一律減損処理するとともに、

下落率が 30％以上 40％未満の銘柄

については、時価の回復可能性が認

められないと判断される銘柄を減

損処理することとしております。 

 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）計上額 

その他有価証券  （単位：百万円）

種 類     
前中間連結会計期間末
(平成 18 年９月 30 日)

当中間連結会計期間末 
(平成 19 年９月 30 日) 

前連結会計年度末 
(平成 19 年３月 31 日) 

譲渡性預金 - 1,000 - 

非上場株式及び出資金 276 276 277 

マネー・マネージメント・ファンド 10 10 10 

投資事業有限責任組合及び 

それに類する組合への出資 
11 9 13 

  

（デリバティブ取引関係）  

中間決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省略しています。 
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(１株当たり情報) 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

１株当たり 

純資産額 
1,094円23銭 

１株当たり 

純資産額 
1,130円27銭

１株当たり 

純資産額 
1,125円11銭

１株当たり中間 

純利益 
22円11銭 

１株当たり中間 

純利益 
39円97銭

１株当たり 

当期純利益 
46円00銭

潜在株式調整後 

１株当たり中間

純利益 

潜在株式調整後１

株当たり中間純利

益については、潜

在株式が存在しな

いため記載してお

りません。 

潜在株式調整後 

１株当たり中間

純利益 

潜在株式調整後

１株当たり中間

純利益について

は、潜在株式が

存在しないため

記載しておりま

せん。 

潜在株式調整後 

１株当たり当

期純利益 

潜在株式調整後１

株当たり当期純利

益については、潜在

株式が存在しない

ため記載しており

ません。 

（注）算定上の基礎 

１．１株当たり純資産額 

項目 
前中間連結会計期間末

(平成 18 年９月 30 日) 

当中間連結会計期間末 

(平成 19 年９月 30 日) 

前連結会計年度末 

(平成 19 年３月 31 日)

中間連結貸借対照表及び連結貸借対照表の純資

産の部の合計額（百万円） 
46,991 48,526 48,291

普通株式に係る純資産額（百万円） 46,848 48,361 48,157

差額の主な内訳（百万円）  

少数株主持分 142 164 134

普通株式の発行済株式数（株） 44,183,960 44,183,960 44,183,960

普通株式の自己株式数（株） 1,370,221 1,396,030 1,381,572

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株

式の数（株） 
42,813,739 42,787,930 42,802,388

 

２．１株当たり当期純利益 

項目 

前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

中間連結損益計算書及び連結損益計算

書上の中間(当期)純利益（百万円） 
946 1,710 1,969

普通株式に係る中間(当期)純利益 

（百万円） 
946 1,710 1,969

普通株主に帰属しない金額（百万円） - - -

普通株式の期中平均株式数（株） 42,818,832 42,794,563 42,813,407

 

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 
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5．連結比較部門別受注高・売上高・受注残高 

 （単位：百万円） 

 
前中間連結会計期間 

（H18.4.1～H18.9.30）

当中間連結会計期間 

（H19.4.1～H19.9.30）
比較増減 

（△） 

前連結会計年度 

（H18.4.1～H19.3.31）

項 目 金 額 構成比率 金 額 構成比率 金 額 構成比率

受

注

高

 
 

 
 
 

 
 

 
 

  % %  %

発電設備工事 23,798 77.2 30,771 84.1 6,973 47,240 77.2

（うち電気計装工事） (1,012) (3.3) (1,321) (3.6) (308) (1,823) (3.0)

化工機設備工事 6,190 20.1 4,989 13.7 △1,201 11,735 19.2

（うち電気計装工事） (208) (0.7) (213) (0.6) (4) (466) (0.8)

その他設備工事 845 2.7 816 2.2 △28 2,240 3.6

（うち電気計装工事） (258) (0.8) (208) (0.6) (△49) (490) (0.8)

合 計 30,834 100.0 36,576 100.0 5,742 61,216 100.0

（うち電気計装工事） (1,479) (4.8) (1,742) (4.8) (263) (2,779) (4.6)

うち海外工事 181 0.6 388 1.1 206 1,443 2.4

売

上

高

 
 
 
 
 
 
 
 
 

発電設備工事 20,784 70.2 26,187 82.0 5,403 44,151 72.7

（うち電気計装工事） (761) (2.6) (901) (2.8) (139) (1,442) (2.4)

化工機設備工事 8,193 27.7 4,909 15.4 △3,284 15,161 24.9

（うち電気計装工事） (905) (3.1) (207) (0.7) (△697) (1,234) (2.0)

その他設備工事 640 2.1 840 2.6 200 1,442 2.4

（うち電気計装工事） (243) (0.8) (230) (0.7) (△13) (372) (0.6)

合 計 29,618 100.0 31,938 100.0 2,319 60,755 100.0

（うち電気計装工事） (1,910) (6.5) (1,339) (4.2) (△571) (3,049) (5.0)

うち海外工事 1,487 5.0 986 3.1 △501 2,452 4.0

受

注

残

高

 
 

 
 
 

 
 

 
 

発電設備工事 25,134 87.1 29,792 91.0 4,658 25,209 89.7

（うち電気計装工事） (1,050) (3.6) (1,600) (4.9) (550) (1,180) (4.2)

化工機設備工事 3,167 11.0 1,823 5.6 △1,344 1,744 6.2

（うち電気計装工事） (84) (0.3) (18) (0.1) (△66) (12) (0.0)

その他設備工事 555 1.9 1,124 3.4 569 1,148 4.1

（うち電気計装工事） (19) (0.1) (100) (0.3) (81) (122) (0.5)

合 計 28,857 100.0 32,741 100.0 3,884 28,102 100.0

（うち電気計装工事） (1,154) (4.0) (1,719) (5.3) (565) (1,315) (4.7)

うち海外工事 757 2.6 457 1.4 △300 1,054 3.8

（注） 1.発電設備工事は、事業用・自家用火力、原子力の発電設備の工事。 

 2.化工機設備工事は、製鉄所関係設備、化学プラント設備、ごみ焼却等環境設備等の工事。 

 3.その他設備工事は、ビル設備、自社開発品の製作納入等の工事。 
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６．中間個別財務諸表等 

(1) 中間貸借対照表 
 

 
前中間会計期間末 

(平成 18 年９月 30 日) 

当中間会計期間末 

(平成 19 年９月 30 日) 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

(平成 19 年３月 31 日) 

区分 金額(百万円) 
構成比

(%) 
金額(百万円) 

構成比

(%)
金額(百万円) 

構成比

(%)

(資産の部)   

Ⅰ 流動資産   

1 現金預金 10,713 8,788 9,814 

2 受取手形 1,727 1,908 2,056 

3 完成工事未収入金等 17,609 19,259 17,841 

4 有価証券 112 1,010 111 

5 未成工事支出金 7,652 9,414 7,247 

6 材料貯蔵品 2 2 2 

7 短期貸付金 7,062 9,556 9,549 

8 前払費用 85 53 66 

9 未収収益 4 8 7 

10 繰延税金資産 768 1,440 815 

11 その他 88 93 73 

 貸倒引当金 △29 △32 △35 

流動資産合計  45,797 71.8 51,503 73.9  47,550 71.4

Ⅱ 固定資産   

1 有形固定資産   

建物・構築物 4,662 4,408 4,521 

機械・運搬具 1,205 1,484 1,252 

工具器具・備品 131 130 119 

土地 2,824 2,758 2,745 

建設仮勘定 10 226 120 

有形固定資産合計 8,834 13.8 9,009 12.9 8,759 13.2

2 無形固定資産   

借地権 71 71 71 

その他 38 35 37 

無形固定資産合計 110 0.2 107 0.1 109 0.2

3 投資その他の資産   

投資有価証券 6,568 6,165 7,158 

関係会社株式 250 250 250 

長期貸付金 330 328 329 

事業保険料 920 907 921 

賃貸不動産 715 684 699 

その他 696 1,190 1,196 

貸倒引当金 △409 △410 △409 

投資その他の資産合計 9,074 14.2 9,115 13.1 10,146 15.2

固定資産合計  18,019 28.2 18,231 26.1  19,015 28.6

資産合計  63,816 100.0 69,734 100.0  66,566 100.0
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前中間会計期間末 

(平成 18 年９月 30 日) 

当中間会計期間末 

(平成 19 年９月 30 日) 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

(平成 19 年３月 31 日) 

区分 金額(百万円) 
構成比

(%) 
金額(百万円) 

構成比

(%)
金額(百万円) 

構成比

(%)

(負債の部)   

Ⅰ 流動負債   

1 支払手形 6,339 7,521 6,723 

2 工事未払金 3,574 4,684 4,893 

3 短期借入金 48 48 48 

4 未払金 236 167 425 

5 未払法人税等 761 2,041 774 

6 未払費用 333 261 253 

7 未成工事受入金 3,215 3,687 2,530 

8 預り金 116 126 111 

9 完成工事補償引当金 30 18 26 

10 賞与引当金 731 722 706 

11 役員賞与引当金 - 32 65 

12 工事損失引当金 - 790 292 

13 設備支払手形 102 379 116 

14 前受収益 7 7 8 

流動負債合計  15,496 24.3 20,488 29.4  16,974 25.5

Ⅱ 固定負債   

1 長期借入金 140 92 116 

2 繰延税金負債 844 477 823 

3 退職給付引当金 1,268 1,322 1,294 

4 長期預り保証金 77 77 77 

5 長期未払金 164 59 164 

固定負債合計  2,494 3.9 2,028 2.9  2,475 3.7

負債合計  17,990 28.2 22,516 32.3  19,449 29.2

(純資産の部)   

Ⅰ 株主資本   

1 資本金  4,000 6.3 4,000 5.7  4,000 6.0

2 資本剰余金   

資本準備金 4,645 4,645 4,645 

その他資本剰余金 4 5 5 

資本剰余金合計  4,649 7.3 4,651 6.7  4,651 7.0

3 利益剰余金   

利益準備金 908 908 908 

その他利益剰余金   

固定資産圧縮積立金 5 2 2 

別途積立金 30,380 30,380 30,380 

繰越利益剰余金 4,155 5,934 5,202 

利益剰余金合計  35,448 55.6 37,224 53.4  36,492 54.8

4 自己株式  △423 △0.7 △448 △0.7  △433 △0.7

株主資本合計  43,676 68.4 45,428 65.1  44,710 67.2

Ⅱ 評価・換算差額等   

 その他有価証券評価差額金  2,150 1,790  2,406

評価・換算差額等合計  2,150 3.4 1,790 2.6  2,406 3.6

純資産合計  45,826 71.8 47,218 67.7  47,116 70.8

負債純資産合計  63,816 100.0 69,734 100.0  66,566 100.0
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(2) 中間損益計算書 
 

 

前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前事業年度の 

要約損益計算書 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

区分 金額(百万円) 
百分比

(%) 
金額(百万円) 

百分比

(%)
金額(百万円) 

百分比

(%)

Ⅰ 完成工事高  28,650 100.0 31,254 100.0  58,798 100.0

Ⅱ 完成工事原価  25,402 88.7 26,665 85.3  51,882 88.2

 完成工事総利益  3,247 11.3 4,589 14.7  6,915 11.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費  1,889 6.6 1,804 5.8  3,753 6.4

 営業利益  1,357 4.7 2,785 8.9  3,162 5.4

Ⅳ 営業外収益   

1 受取利息配当金 82 140 187 

2 固定資産賃借料 75 73 150 

3 為替差益 2 - 9 

4 保険金収入 41 26 41 

5 保険配当金 3 4 28 

6 その他 9 215 0.8 26 271 0.9 31 449 0.7

Ⅴ 営業外費用   

1 支払利息 8 13 19 

2 固定資産賃貸原価 74 66 157 

3 為替差損 - 21 - 

4 その他 7 90 0.3 8 110 0.4 14 191 0.3

 経常利益  1,483 5.2 2,946 9.4  3,419 5.8

Ⅵ 特別利益   

1 固定資産売却益 0 35 4 

2 ゴルフ会員権償還益 - - 1 

3 完成工事補償引当金戻入額 - 8 - 

4 貸倒引当金戻入額 45 46 0.1 2 46 0.2 38 44 0.1

Ⅶ 特別損失   

1 固定資産売却及び除却損 9 17 37 

2 投資有価証券評価損 0 - 0 

3 ゴルフ会員権評価損 - 9 0.0 0 17 0.1 - 37 0.1

 税引前中間(当期)純利益  1,520 5.3 2,974 9.5  3,426 5.8

 法人税、住民税及び事業税 703 1,938 1,593 

 法人税等調整額 △22 680 2.4 △594 1,343 4.3 △50 1,543 2.6

 中間(当期)純利益  839 2.9 1,631 5.2  1,883 3.2
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(3) 中間株主資本等変動計算書 

前中間会計期間（自 平成 18 年４月１日 至 平成 18 年９月 30 日）  

項目 

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成 18 年３月 31 日残高(百万円) 4,000 4,645 1 4,647

中間会計期間中の変動額  

剰余金の配当  －

役員賞与  －

中間純利益  －

自己株式の取得  －

自己株式の処分 2 2

その他  －

株主資本以外の項目の 

中間会計期間中の変動額（純額） 
 －

中間会計期間中の変動額 

合計(百万円) 
－ － 2 2

平成 18 年９月 30 日残高(百万円) 4,000 4,645 4 4,649

 

項目 

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合計 
固定資産 

圧縮積立金 
別途積立金 

繰越利益 

剰余金 

平成 18 年３月 31 日残高(百万円) 908 6 30,380 4,017 35,311 △  412 43,547

中間会計期間中の変動額   

剰余金の配当  △  642 △  642 △  642

役員賞与  △  60 △  60 △  60

中間純利益  839 839 839

自己株式の取得  － △  13 △  13

自己株式の処分  － 1 4

その他  △   0 0 － －

株主資本以外の項目の 

中間会計期間中の変動額（純額） 
 － －

中間会計期間中の変動額 

合計(百万円) 
－ △   0 － 137 137 △  11 128

平成 18 年９月 30 日残高(百万円) 908 5 30,380 4,155 35,448 △  423 43,676

 

項目 
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計 

平成 18 年３月 31 日残高(百万円) 2,575 2,575 46,122

中間会計期間中の変動額  

剰余金の配当  △  642

役員賞与  △  60

中間純利益  839

自己株式の取得  △  13

自己株式の処分  4

その他  －

株主資本以外の項目の 

中間会計期間中の変動額（純額） 
△  424 △  424 △  424

中間会計期間中の変動額 

合計(百万円) 
△  424 △  424 △  296

平成 18 年９月 30 日残高(百万円) 2,150 2,150 45,826
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当中間会計期間（自 平成 19 年４月１日 至 平成 19 年９月 30 日）  

項目 

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成 19 年３月 31 日残高(百万円) 4,000 4,645 5 4,651

中間会計期間中の変動額  

剰余金の配当  －

中間純利益  －

自己株式の取得  －

自己株式の処分 0 0

株主資本以外の項目の 

中間会計期間中の変動額（純額） 
 －

中間会計期間中の変動額 

合計(百万円) 
－ － 0 0

平成 19 年９月 30 日残高(百万円) 4,000 4,645 5 4,651

 

項目 

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合計 
固定資産 

圧縮積立金 
別途積立金 

繰越利益 

剰余金 

平成 19 年３月 31 日残高(百万円) 908 2 30,380 5,202 36,492 △  433 44,710

中間会計期間中の変動額   

剰余金の配当  △  898 △  898 △  898

中間純利益  1,631 1,631 1,631

自己株式の取得  － △  14 △  14

自己株式の処分  － 0 0

株主資本以外の項目の 

中間会計期間中の変動額（純額） 
 － －

中間会計期間中の変動額 

合計(百万円) 
－ － － 732 732 △  14 717

平成 19 年９月 30 日残高(百万円) 908 2 30,380 5,934 37,224 △  448 45,428

 

項目 
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計 

平成 19 年３月 31 日残高(百万円) 2,406 2,406 47,116

中間会計期間中の変動額  

剰余金の配当  △  898

中間純利益  1,631

自己株式の取得  △  14

自己株式の処分  0

株主資本以外の項目の 

中間会計期間中の変動額（純額） 
△  615 △  615 △  615

中間会計期間中の変動額 

合計(百万円) 
△  615 △  615  102

平成 19 年９月 30 日残高(百万円) 1,790 1,790 47,218
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前事業年度（自 平成 18 年４月１日 至 平成 19 年３月 31 日）  

項目 

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成 18 年３月 31 日残高(百万円) 4,000 4,645 1 4,647

事業年度中の変動額  

剰余金の配当  －

役員賞与  －

当期純利益  －

自己株式の取得  －

自己株式の処分 3 3

固定資産圧縮積立金取崩  －

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額（純額） 
 －

事業年度中の変動額合計(百万円) － － 3 3

平成 19 年３月 31 日残高(百万円) 4,000 4,645 5 4,651

 

項目 

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合計 
固定資産 

圧縮積立金 
別途積立金 

繰越利益 

剰余金 

平成 18 年３月 31 日残高(百万円) 908 6 30,380 4,017 35,311 △  412 43,547

事業年度中の変動額   

剰余金の配当  △  642 △  642 △  642

役員賞与  △  60 △  60 △  60

当期純利益  1,883 1,883 1,883

自己株式の取得  － △  24 △  24

自己株式の処分  － 2 6

固定資産圧縮積立金取崩  △   4 4 － －

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額（純額） 
 － －

事業年度中の変動額合計(百万円) － △   4 － 1,185 1,180 △  21 1,162

平成 19 年 3月 31 日残高(百万円) 908 2 30,380 5,202 36,492 △  433 44,710

 

項目 
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計 

平成 18 年３月 31 日残高(百万円) 2,575 2,575 46,122

事業年度中の変動額  

剰余金の配当  △  642

役員賞与  △  60

当期純利益  1,883

自己株式の取得  △  24

自己株式の処分  6

固定資産圧縮積立金取崩  －

株主資本以外の項目の 

事業年度中の変動額（純額） 
△  169 △  169 △  169

事業年度中の変動額合計(百万円) △  169 △  169 993

平成 19 年３月 31 日残高(百万円) 2,406 2,406 47,116
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(４)中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

① 子会社株式及び関連会社株式 ······· 移動平均法による原価法 

② その他有価証券(時価のあるもの) ··· 中間決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定) 

(時価のないもの) ··· 移動平均法による原価法 

 なお、債券については先入先出法による償却原価法により原価を算定しております。 

 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

① 未 成 工 事 支 出 金            ··········· 個別法による原価法 

② 材 料 貯 蔵 品            ··········· 先入先出法による原価法 

 

３．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産及び賃貸不動産 ················ 定率法を採用しております。ただし、平成 10 年４月１日以降取得した建物（建

物附属設備を除く）については、定額法によっております。なお、耐用年数及

び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっておりま

す。ただし、取得価額が 10 万円以上 20 万円未満の資産については、３年間で

均等償却する方法を採用しております。 

（会計方針の変更） 

当中間会計期間から法人税法の改正((所得税法等の一部を改正する法律 平

成 19 年３月 30 日 法律第６号)及び(法人税法施行令の一部を改正する政令 

平成 19 年３月 30 日 政令第 83 号))に伴い、平成 19 年４月１日以降に取得し

た有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく方法に変更しておりま

す。これに伴い、前中間会計期間と同一の方法によった場合と比べ、営業利益、

経常利益及び税引前中間純利益が５百万円それぞれ減少しております。 

（追加情報） 

当中間会計期間から、平成 19 年３月 31 日以前に取得した有形固定資産及び

賃貸不動産については、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年間で

均等償却する方法によっております。これに伴い、前中間会計期間と同一の方

法によった場合と比べ、営業利益、経常利益及び税引前中間純利益が 32 百万円

それぞれ減少しております。 

（２）無形固定資産 ·················· 定額法を採用しております。なお、耐用年数については、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっております。ただし、ソフトウェア(自社利用分)につ

いては、社内における利用可能期間(５年)による定額法を採用しております。 

４．引当金の計上基準 

（１）貸 倒 引 当 金 ················ 売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。 

（２）完成工事補償引当金        ················ 完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当中間会計期間末に至る１年間

の完成工事に対する将来の見積補償額に基づいて計上しております。 

（３）工事損失引当金 ················ 受注工事の損失に備えるため、当中間会計期間末の未引渡工事のうち、損失が

発生すると見込まれ、かつ当中間会計期間末時点で当該損失額を合理的に見積

ることが可能な工事について、当下期以降の損失見積額を計上しております。 

（４）賞 与 引 当 金        ················ 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の内当中間会計

期間の負担額を計上しております。 
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（５）役員賞与引当金 ················ 役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当中間会

計期間の負担額を計上しております。 

（６）退職給付引当金 ················ 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額

に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上して

おります。なお、会計基準変更時差異は、９年による均等額を費用処理してお

ります。過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による定額法により費用処理しております。数理計算上の差異

は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（10 年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用

処理しております。 

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 

６．完成工事高の計上基準 

完成工事高の計上は原則として工事完成基準によっておりますが、工事期間が２期以上にまたがりかつ契約金額が５

億円以上のものについては工事進行基準を採用しております。 

７．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引については､通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

８．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 
(５)表示方法の変更 

 従来、譲渡性預金は、「現金預金」に含めて表示していましたが、「「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する

規則」の取り扱いに関する留意事項について」の改正に伴い、当中間会計期間より「有価証券」に含めて表示しており

ます。 

 なお、前中間貸借対照表の「現金預金」に含まれる譲渡性預金は、1,500 百万円であります。 

 
(６)個別財務諸表に関する注記事項  

（中間貸借対照表関係） 

 前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末 

１.有形固定資産及び賃貸不動産の減価償却累計額 17,087 百万円 17,460 百万円 17,237 百万円 

２.担保に供している資産 3,133 百万円 3,025 百万円 3,080 百万円 

３.担保受入金融資産 6,995 百万円 9,490 百万円 9,484 百万円 

４.貸出コミットメント契約による借入未実行残高 8,000 百万円 8,000 百万円 8,000 百万円 

５.期末日満期手形 

期末日満期手形の会計処理は手形交換日をもって決済処理しております。なお、各期末日は金融機関の休業日であっ

たため、次の期末日満期手形が、期末残高に含まれております。 

受取手形 48 百万円 162 百万円 77 百万円 

 

（中間損益計算書関係） 

 前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

工事進行基準による完成工事高 3,384 百万円 4,998 百万円 8,435 百万円 
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（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成 19 年４月１日 至 平成 19 年９月 30 日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 
前事業年度末 

株式数（株） 

当中間会計期間 

増加株式数（株） 

当中間会計期間 

減少株式数（株） 

当中間会計期間末 

株式数（株） 

普通株式 1,376,010 15,158 700 1,390,468

（変動事由） 

 増加 単元未満株式の買取請求 

 減少 単元未満株式の買増請求 

 

(リース取引関係) 

 1.リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

①リース物件の

取得価額相当額、

減 価 償 却 累 計額

相 当 額 及 び 中間

期末（期末）残高

相当額 

 

 

 

取 得 

価 額 

相当額 

減価償却 

累計額 

相当額 

中間期末

残 高

相当額

 

 

 

取  得

価  額

相当額

減価償却

累計額

相当額

中間期末

残 高

相当額

 

 

 

取 得 

価 額 

相当額 

減価償却

累計額

相当額

期 末

残 高

相当額

機械・ 

運搬具 

百万円 

61 
百万円 

37 
百万円

24
機械・

運搬具

百万円

61
百万円

49

百万円

11
機械・ 

運搬具 

百万円 

61 
百万円

43
百万円

18

工 具 
器具・ 
備 品 

260 119 141
工 具
器具・
備 品

282 109 173
工 具 
器具・ 
備 品  

241 76 165

無形固
定資産 168 130 38

無形固
定資産 136 130 5

無形固
定資産 171 148 23

合 計 490 287 203 合 計 480 289 190 合 計 474 268 206

②未経過リース料         

中間期末（期末）         

残高相当額       

１年内 93 百万円 
１年超 110 百万円 
計 203 百万円 

 

１年内 76 百万円 
１年超 114 百万円 
計 190 百万円 

 

１年内 88 百万円 
１年超 117 百万円 
計 206 百万円 

 

(注）取得価額相当額及び未経過
 リ ー ス 料 期 末 残 高 相 当
 額 は 未 経 過 リ ー ス 料 期
 末残高が、有形固定資産
 の 期 末 残 高 等 に 占 め る
 割合が低いため、支払利
 子 込 み 法 に よ り 算 定 し
 ております。 

(注）取得価額相当額及び未経過
 リ ー ス 料 期 末 残 高 相 当
 額 は 未 経 過 リ ー ス 料 期
 末残高が、有形固定資産
 の 期 末 残 高 等 に 占 め る
 割合が低いため、支払利
 子 込 み 法 に よ り 算 定 し
 ております。 

(注）取得価額相当額及び未経過
 リ ー ス 料 期 末 残 高 相 当
 額 は 未 経 過 リ ー ス 料 期
 末残高が、有形固定資産
 の 期 末 残 高 等 に 占 め る
 割合が低いため、支払利
 子 込 み 法 に よ り 算 定 し
 ております。 

③当中間期（当期）

の支払リース料及び

減価償却費相当額 

支 払 リ ー ス 料         52 百万円 
減価償却費相当額 52 百万円 

支 払 リ ー ス 料         56 百万円 
減価償却費相当額 56 百万円 

支 払 リ ー ス 料         108 百万円 
減価償却費相当額 108 百万円 

④減価償却費相当額

の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、 
残存価額を零とする定額法に 
よっております。 

リース期間を耐用年数とし、 
残存価額を零とする定額法に 
よっております。 

リース期間を耐用年数とし、 
残存価額を零とする定額法に 
よっております。 

2.オペレーティング・リース取引   

 前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

未経過リース料 １年内 12 百万円 
１年超 31 百万円 
計 43 百万円 

１年内 12 百万円 
１年超 18 百万円 
計 31 百万円 

１年内 12 百万円 
１年超 25 百万円 
計 37 百万円 

 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はないため、項目等の記載は省略しております。 
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(有価証券関係) 

 前中間会計期間末（平成 18 年９月 30 日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

 当中間会計期間末（平成 19 年９月 30 日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

 前事業年度末（平成 19 年３月 31 日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 
(１株当たり情報) 

前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日) 

１株当たり 

純資産額 
1,070円23銭 

１株当たり 

純資産額 
1,103円41銭

１株当たり 

純資産額 
1,100円65銭

１株当たり 

中間純利益 
19円61銭 

１株当たり 

中間純利益 
38円11銭

１株当たり 

当期純利益 
43円99銭

潜在株式調整後 

１株当たり中間 

純利益 

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益につい

ては、潜在株式が存在し

ないため記載しており

ません。 

潜在株式調整後 

１株当たり中間 

純利益 

潜在株式調整後１株

当たり中間純利益に

ついては、潜在株式

が存在しないため記

載しておりません。

潜在株式調整後 

１株当たり当期 

純利益 

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益につい

ては、潜在株式が存在し

ないため記載しており

ません。 

（注）算定上の基礎 

１．１株当たり純資産額 

項目 
前中間会計期間末 

(平成 18 年９月 30 日) 

当中間会計期間末 

(平成 19 年９月 30 日) 

前事業年度末 

(平成 19 年３月 31 日) 

中間貸借対照表及び貸借対照表の純資産の

部の合計額（百万円） 
45,826 47,218 47,116

普通株式に係る純資産額（百万円） 45,826 47,218 47,116

差額の主な内訳（百万円） - - -

普通株式の発行済株式数（株） 44,183,960 44,183,960 44,183,960

普通株式の自己株式数（株） 1,364,659 1,390,468 1,376,010

１株当たり純資産額の算定に用いられた普

通株式の数（株） 
42,819,301 42,793,492 42,807,950

 

２．１株当たり当期純利益 

項目 

前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日) 

前連事業年度 

(自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日)

中間損益計算書及び損益計算書上の中間

(当期)純利益（百万円） 
839 1,631 1,883

普通株式に係る中間(当期)純利益（百万円） 839 1,631 1,883

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

（百万円） 
- - -

普通株主に帰属しない金額（百万円） - - -

普通株式の期中平均株式数（株） 42,824,394 42,800,125 42,818,969

 

 
(重要な後発事象) 

該当事項はありません。
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７.比較部門別受注高・売上高・受注残高 

（単位：百万円） 

 
前中間会計期間 

（H18.4.1～H18.9.30）

当中間会計期間 

（H19.4.1～H19.9.30）
比較増減 

（△） 

前事業年度 

（H18.4.1～H19.3.31）

項 目 金 額 構成比率 金 額 構成比率 金 額 構成比率

受

注

高

 
 

 
 
 

 
 

 
 

  % %  %

発電設備工事 23,579 78.2 30,309 84.6 6,730 46,301 78.0

（うち電気計装工事） ( 1,012) ( 3.3) (  1,321) (  3.7) (308) (  1,823) (  3.1)

化工機設備工事 6,137 20.3 4,957 13.8 △1,180 11,601 19.6

（うち電気計装工事） (  208) ( 0.7) (    213) (  0.6) (4) (    466) (  0.8)

その他設備工事 453 1.5 558 1.6 104 1,425 2.4

（うち電気計装工事） (  182) ( 0.6) (    138) (  0.4) (△44) (    265) (  0.4)

合 計 30,170 100.0 35,825 100.0 5,654 59,329 100.0

（うち電気計装工事） ( 1,402) ( 4.6) ( 1,672) ( 4.7) (269) (  2,544) (  4.3)

うち海外工事 158 0.5 211 0.6 53 754 1.3

売

上

高

 
 
 
 
 
 
 
 
 

発 電設備工事 20,220 70.6  25,848 82.7 5,627 43,172 73.4

（うち電気計装工事） (  761) ( 2.7) (    901) (  2.9) (139) (  1,422) (  2.5)

化工機設備工事 8,144 28.4 4,865 15.6 △3,278 14,842 25.2

（うち電気計装工事） (  905) ( 3.1) (    207) (  0.7) (△697) (  1,234) (  2.1)

その他設備工事 285 1.0 539 1.7 254 783 1.4

（うち電気計装工事） (  168) ( 0.6) (    138) (  0.4) (△30) (    175) (  0.3)

合 計 28,650 100.0 31,254 100.0 2,603 58,798 100.0

（うち電気計装工事） ( 1,835) ( 6.4) (  1,246) (  4.0) (△588) (  2,852) (  4.9)

うち海外工事 1,035 3.6 711 2.3 △323 1,731 3.0

受

注

残

高

 
 

 
 
 

 
 

 
 

発 電設備工事 24,870 88.4 29,102 91.8 4,231 24,642 90.8

（うち電気計装工事） ( 1,050) ( 3.7) (   1,600) (  5.0) (550) (  1,180) (  4.4)

化工機設備工事 2,954 10.5 1,812 5.7 △1,142 1,720 6.3

（うち電気計装工事） (   84) ( 0.3) (     18) (  0.1) (△66) (     12) (  0.0)

その他設備工事 302 1.1 796 2.5 493 777 2.9

（うち電気計装工事） (   13) ( 0.1) (     90) (   0.3) (76) (     90) (  0.3)

合 計 28,128 100.0 31,711 100.0 3,582 27,140 100.0

（うち電気計装工事） ( 1,148) ( 4.1) (  1,709) (  5.4) (560) (  1,283) (  4.7)

うち海外工事 623 2.2 23 0.1 △599 523 1.9

 

（注）1.発電設備工事は、事業用・自家用火力、原子力の発電設備の工事。 

 2.化工機設備工事は、製鉄所関係設備、化学プラント設備、ごみ焼却等環境設備等の工事。 

 3.その他設備工事は、ビル設備、自社開発品の製作納入等の工事。 

 




